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寺尾晃洋教授略歴・著作目録
【略歴】
寺尾台含・はなの長男として石川県松任市の真宗寺院に生れる
石川県立小松中学校卒業
大谷大学予科（戦時特例にて繰上げ）
大谷大学文学部宗教学専攻（指導教授鈴木大拙教授）
第1回学徒出陣にて兵役（陸軍・内地勤務）
大谷大学に復学
京都大学経済学部（指導教授豊崎稔教授・山岡亮ー教授）
京都大学大学院（経済学部）
この間1952年4月~1955年3月大学院研究奨学生（前期）（指導
教授豊崎稔教授）
関西大学商学部専任講師（公企業論）
関西大学商学部助教授
関西大学商学部教授
関西大学よりイギリス留学（ロンドン大学 LSE,指導教授 W.A.
ロプソン教授）
関西大学商学部長代理
420(656) 
1968『10月
1976年9月
197岬 10月
l 
1972年3月
198呼10月
1982年9月
198314月
1983年10月
1983年10月
し
1987年9月
1990年2月
学校法人関西大学評議員
関西大学商学部長
関西大学大学院商学研究科長
関西大学よりイギリス留学（ロンドン大学 LSE,I. ニッシュ教授）
関西大学経済政治研究所長
商学博士（関西大学）（「日本の水道事業についての経済学的研究」）
【所属学会](1992年10月現在）
公益事業学会 （理事）
国際公共経済学会 （理事）
日本経済政策学会
日本交通学会
196呼4月
1973年3月
197214月
198呼 3月
1979『4月
1983年3月
1985↑7月
1985年8月
【出講】
立命館大学経営学部（交通論，公企業論）
龍谷大学経営学部（公企業論，公共経済論）
大阪市立大学商学部（官公企業論）
札幌大学経営学部（公益企業論集中講義）
【社会における主な活動］（＊印1992年10月現在のもの）
京都市交通事業審議会委員（地下鉄建設），大山崎町（京都府）•大阪府＊•吹田市・
(657)血
東大阪市・堺市・摂津市・川西市（兵庫県）•豊中市＊の水道事業審議会委員
大阪市政調査会理事＊
著作目録
【著書】
独立採算制批判
自治体の企業経営
日本の水道事業
なにわの水（共著）
【論文l
イギリス労働党の国有化政策の性格
日本独占資本の戦後過程1石炭産業
（共同執筆）
日本独占資本の戦後過程4兵器産業
（共同執筆）
労働党の政策体系について
G.D.H. コールの社会化論
公益事業政策史の一鮪
わが国における公企業の独立採算制に
ついての一考察
国営会社と独占資本
独立採算制批判序説H
社会資本と独立採算制
公企業論の基本問題
資本制生産と公企業の形成について
法律文化社 196吟三4月
ミネルヴァ書房 198吟辺月
東洋経済新報社 1981年11月
玄 文社 198吟三5月
経済政策学会年報第2集 195婢三3月
日本資本主義講座第6巻，岩波書店
195坪 5月
日本資本主義講座第6巻，岩波書店
195坪 5月
京大経済論叢第75巻第3号 1955年3月
関西大学商学論集70周年記念特輯号
195坪 11月
関西大学商学論集第1巻第2号
195眸 6年
同第2巻第6号 195綺翌月
現代資本主義講座第3巻，東洋経済新報社
195眸 12月
関西大学商学論集第6巻第1号
1961年4月
同第7巻第3号 196硝三8月
同第8巻第 3•4合併号 1963年10月
422(658) 
の理論的考察H
資本制生産と公企業の形成についての
理論的考察口
現代公企業における独立採算制の埋論
的意義
公共料金問題と独立採算制
当事者能力問題の推移と方向
大阪市営交通事業の財政再建団体指定
をめぐる諸問題
地方公営交通の赤字問題
公営交通事業の再建問題
公営交通事業財政のあり方
大阪市営交通事業再建計画案の問題点
（共同執筆）
地方公営企業のあり方
公営交通の財政再建とその将来
地方公営企業の経営原則
「都市政策大綱」の地方公営企業対策
を批判する
交通問題と受益者負担
大都市近郊の水道事業
水需要の増大と座間市の地下水保全条
例案
大都市水道事業の財政危機と料金問題
水道事業における口径別料金の問題点
地方公営企業における独立採算制と料
金問題—アメリカ水道事業の口径
同第8巻第5号 1963年12月
関西大学商学論集第8巻第6号
1964年2月
同第9巻第1号 1964年4月
京大経済論叢第94巻第5号 1964年11月
月刊労働問題第95号 1966年4月
市政研究第14号 1967年2月
ェコノミスト昭和42年3月21日号
1967年3月
都市問題第5躇合第8号 1967年8月
「都市と交通問題」第29回
全国都市問題会鏃文献第1輯 1967年10月
市政研究第17号 1967年11月
市政研究第18号 1968年5月
公営評論第13巻第5号 1968年5月
都市問題研究第20巻第12号 1968年12月
市政研究第20号 1970年5月
都市生活第3巻第27号 1970年1月
関西大学商学論集第18巻第4~6合併号
都市問題研究第26巻第10号
市政研究第30号
都市問題研究第27巻第7号
1974年2月
1974年10月
1975年5月
1975年7月
別料金一一
水道事業における加入金制度
Financial Difficulties of Major Water 
(659)423 
都市問題第6硝き第10号 1975年10月
関西大学商学論集第20巻第 3• 4• 5合併号
1975年11月
Utilities with Particular Attention Review of Economics and Business, 
to Problems of Water Rates 
水の行財政一一都市問題は改善された
か―
公企業の運賃・料金問題の背後にある
もの
水道事業における公費導入と料金収入
公企業と独立採算制
国鉄運賃法定制緩和について
水道政策
最近における水道事業の問題点
水道用水供給事業における料金のあり
方H
Vol. 4,、No.1. 1975年12月
市政研究第32号 1976年2月
公営評論第21巻第6号 1976年6月
都市問題研究第2躇傾rn号 197硝三8月
日本科学者会議『現代の資本主義』上巻，
大月書店 1976年11月
労働法律旬報第921号 1977年2月
関大経政研粍見代都市政策の再検討.BVI, 
ミネルヴァ書房 1977年4月
公益事業研究第29巻第1号 1977年9月
公営評論第23巻第12号 1978年12月
同口 同第24巻第2号 197~2 月
自治体の企業経営の意義 都市問題第70巻第2号 197雑三2月
札幌市および札幌圏における水道事業 関大経政研「北海道の地域開発と都市問
福岡市の水不足問題
公益事業における公共性の概念
水道料金のあり方
水道事業と公営原則
題」（調査と資料，第3旧号） 197硝毬月
月刊自治研第21巻4月号 197吟三4月
市政研究第44号 197吟三7月
水道事業研究 (30周年記念特集号）第95号
197呼 11月
関西大学商学論集第24巻第5号
1979年12月
企業の城下町北九州市における水道事 関大経政研「都市政策と自治体の諸問題』
四 (660)
業の合理化過程
80年代に臨む地方公営企業の問題点
アメリカの水道事業と料金制度
公共企業体問題の理論的視点
最近の水道政策の方向と問題点
1980年3月
月刊自治研第2磋合4月号 198吟三4月
都市問題研究第3躇き第8号 1981年8月
「経済』 No.218 1982年6月
全水道No.29 1982年6月
Trends and Problems of the Recent Review of Economics and Business 
Water Utility in Japan. Vol. 1, No. 1. 1982年6月
水道政策の考え方
イギリスのニュータウン“イースト・
キルブライド”
臨調の特殊会社指向への基本的疑問
公営交通事業の公共性を考える
公社制度の位置づけ
公共的所有と社会政策
水道事業
地方公営企業と料金政策
公営企業制度を考える
水道事業の料金政策への視点
アメリカのパブリック•オーソリティ
大阪市政調査会同げ代の大都市問題と
都市政策」第6章， 日評 1983年3月
市政研究第62号 198峠三1月
公営評論第29巻第5号 1984年5月
都市と公共交通第4号 168峠=-9月
月刊自治研第26巻9月号 1984年9月
彦根論叢第228• 229合併号 198牡pll月
「日米産業比較に関する調査研究報告」
第7章3,産業研究所 1985年3月
都市問題第7随合第5号 1985年5月
市政研究第70号 1986年1月
都市問題研究第3躇き第7号 1986年7月
関西大学商学論集第31巻第3•4• 経泊枝｝
198眸 1月
アメリカ公企業の独立採算制と収入債 公営評論第3磋合第3号 1987年3月
第三セクターの変遷と課題 都市問題第7睛§第7号 198眸 7月
水道料金へのアプローチ
第三セクターの現状と課題
広域行政の経営システム
関西大学商学論集第34巻第2号
1989年6月
EX (株式会社ぎょうせい）第1巻第12号
1989年12月
関西大学商学論集第3賤蹟i6号
199碑 2月
地方公営企業の経営原則
地方公営企業の行政的任務
【研究ノート・資料 その他】
A. A. ロゴウ「労働党政府とイギリス
産業 1945~1951年」
M. エノーディ『フランスとイタリー
の国有化」（紹介）
阿倍野地区再開発をめぐる製造業の現
状と動向
(661)425 
都市問題研究第44巻第7号 1992年7月
公営企業第4硝き第6号 1992年9月
関西大学商学論集第2巻第4号
1957年10月
関西大学商学論集第4巻第1号
1959年4月
大阪市総合計画局「阿倍野地区再開発
経済効果調査報告書J 196朗三3月
蔵園進「地方公営企業の研究」（書評） 金融財政事情第2筑象第19号 1971年3月
佐々木弘「イギリス公企業論の系譜」
（書評） 国民経済雑誌第128巻第3号 1973年9月
1980年代に向けての公営企業労働者の
疇 月刊自治研第21巻1月号 1979年1月
現段階の公営企業と自治研活動の一層
の発展のために
著者は語る• 自治体の企業化を探る
これからの水道事業を考える
国鉄の経営形態への一提言
最近の水道政策の方向と問題点
山城章：特殊会社化とその問題点への
コメント
公営企業と水道
水道事業の今日的課題
佐中忠司「国家資本論」法律文化社
（書評）
経済政策管見
季節料金について
月刊自治研第23巻10月号 1981年10月
住民と自治第223号 1981年11月
自治研なら第12• 13合併号 1982年10月
労働法律旬報第1057• 1058合併号
1982年10月
全水道 No.31. 1982年12月
経済評論増刊（国鉄再建を考える）
1985年7月
水道第30巻第8号 1985年8月
水道事業研究第113号 1985年11月
「経済JNo. 260. 1985年12月
市政研究第77号 1987年12月
水道第32巻12号 1987年12月
426(662) 
公営企業経営に新しい視点を
西ドイツにおける最近の公企業論争
水道料金の動向一ー最近の OECD文
献から―
深刻な地下水の汚染と ECE(国連欧
州経済委員会）地域の地下水立法
公企業形態論の論点
第三セクターの歴史的展開
第三セクターの原型—若干の類型的
事例について一一
現段階の第三セクター
地域振興と第三セクター
市政研究第78号 1988年1月
関西大学商学論集第33巻第6号
198呼 2月
都市問題研究第41巻第8号 1989年8月
水道事業研究（大阪市水道局水道事業
研究会）第125号 1989年11月
関西大学商学論集第34巻第5号
1989年12月
関西大学商学論集第35巻第4号
1990年10月
関西大学商学論集第3譴き第5号
1990年12月
関西大学商学論集第35巻第6号
1991年2月
阪南論集社会科学編第27巻第1号
1991年6月
高寄昇三「外郭団体の経営」（書評） 市政研究第95号 1992年4月
大坂健『地方公営企業の独立採算制」
（書評） 市政研究第96号
謝辞に代えて 市政研究第97号
1992年7月
1992年10月
